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後期高齢者医療制度の保険料率は２年に一度改正することとされており、制度開始以来、初めての保険料率の
改正を行いました。その結果、平成２２年度および平成２３年度の所得割率と均等割額は以下の通りとなります。

保険料額の算出方法
保険料は被保険者ごとに計算され、被保険者全員が等しく負担する「均等割額」と、被保険者の総所得金額

等（※注）に応じて負担する「所得割額」との合計額になります。

国民健康保険税の所得割は、加入者全員の前年中の所得金額に、税率を乗じて算定します。
軽減される所得割は、離職した人のみの給与所得を３０／１００で算定します。

離職後に、勤務していた会社から離職票を受け取り、ハローワー
クで失業給付の受給手続き後に、改めて開催される受給説明会で渡
される書類であり、失業手当を受け取る資格を証明するものです。

※旧様式では「⑬離職年月日  理由」の理由コードで判断します

雇用保険受給資格者証とは…

軽減を受けられる期間は？

離職日の翌日の属する月から、その月
の属する年度の翌年度末までの期間で
す。雇用保険の失業等給付を受ける期
間とは異なります。ただし、平成２１年
３月３１日から平成２２年３月３０日
の間に離職した人は、平成２２年度分
に限り軽減されます。

また、再就職して会社の社会保険など
に加入した場合は、その時点で軽減は終
了します。

申請時に必要なものは？

国民健康保険被保険者証、雇用保険
受給資格者証、印鑑

問い合わせ

後期高齢者医療広域連合　　　 ☎０９２・６５１・３１１１
市市民課医療係（福間庁舎） ☎４３・８１２８
市民サービスコーナー（津屋崎庁舎） ☎５２・４９６６

後期高齢者医療制度については

※「総所得金額等」とは、前年中の「公的年金等収入－公的年金等控除」、「給与収入－給与所得控除」、「事業収入
－必要経費」などの合計額です。

※注１ 「世帯」とは、４月１日時点の世帯（年度途中で７５歳になる人、県外から転入した人などはその時点）が
基準となります。

※注２　原則は「７割軽減」ですが、平成２２年度も特別措置により「８．５割軽減」に拡充されます。
※注３ 「軽減対象所得金額」とは、基本的には総所得金額等と同じですが、公的年金等収入の場合、「公的

年金等収入－公的年金等控除－１５万円」となるなど、例外があります。

●所得割額の軽減

●後期高齢者医療制度に加入する前日まで、被用者保険の被扶養者であった人の保険料の特例
後期高齢者医療制度に加入する前日まで、被用者保険の被扶養者であった人は、均等割額が９割軽減さ
れ、所得割額はかかりません。

※被用者保険とは、全国健康保険協会管掌保険、組合管掌健康保険、船員保険、共済組合を指します。
国民健康保険・国民健康保険組合は該当しません。

※保険料の詳細は、７月に送付予定の「平成２２年度後期高齢者医療保険料額決定通知書」に記載しますの
で、ご確認ください。

世帯（※注１）の所得の状況などに応じて保険料が軽減され、軽減の内容は以下の通りです。

倒産・解雇などによる離職（特定受給資格者）や雇い止めなどによる離職（特定理由離職者）をした非自発
的失業者は、平成２２年４月から国民健康保険税が軽減されます。
●減税の対象となる条件とは

離職日において６５歳未満であり、下記の理由により失業等給付を受ける人は、申請に基づいて軽減の
判定を行います。
（１）雇用保険の特定受給資格者（例：倒産・解雇などによる離職）
（２）雇用保険の特定理由離職者（例：雇い止めなどによる離職）

※雇用保険特例受給資格者や、雇用保険高年齢受給資格者は軽減の対象にはなりません。
雇用保険受給資格者証の離職理由のコードにより、軽減に該当するかについて判断します。

国民健康保険税の軽減について 後期高齢者医療制度の保険料について

均 等 割 額
所 得 割 率
賦 課 限 度 額

平成２２・２３年度
５２,２１３円
９.８７％
５０万円

平成２０・２１年度
５０,９３５円
９.２４％
５０万円

増減
１,２７８円増
０.６３％増
増減なし

雇用保険の
特定受給資格者

11
12
21
22
31
32
23
33
34

解雇
天災などの理由により事業の継続が不可能になったことによる解雇
雇止め（雇用期間３年以上雇止め通知あり）
雇止め（雇用期間３年未満更新明示あり）
事業主からの働きかけによる正当な理由のある自己都合退職
事務所移転などに伴う正当な理由のある自己都合退職
期間満了（雇用期間３年未満更新明示なし）
正当な理由のある自己都合退職
正当な理由のある自己都合退職（被保険者期間１２か月未満）

倒産・解雇などに
よる離職
倒産・解雇
などによる離職

雇用保険の特定理由離職者
雇い止めなどによる離職

種 別  離 職 理 由離職理由コード

雇用保険受給資格者証（新様式）
1 .  支 　 給 　 番 　 号 2 .  氏 　  　 名

8 . 住 所 又 は 居 所

9 .  支払方法（金融機関コード - 記号（口座）番号

2 .  被 保 険 者 番 号 4. 性 別 5. 離職時年齢 6.  生   年   月  日 7.  求    職    番    号

10.  資 格 取 得 年 月 日

13 .   6 0 歳 到 達 時 賃 金 日 額 14.  離 職 時 賃 金 日 額

11.  離 職 年 月 日 12.  離  職  理  由

15.  求 職 申 込 年 月 日

18.  基 本 手 当 日 額 19.  所 定 給 付 日 数

20.  特 殊 表 示 （ 災 害 時 、 一 括 、 巡 相 、 市 町 村 ）

16.  認 定 日 17.  受 給 期 間 満 了 年 月 日

均等割額軽減割合

９割軽減

８.５割軽減（※注２）

５割軽減

２割軽減

３３万円（基礎控除額）以下で、かつ、被保険者全員が
年金収入８０万円以下でその他の所得がない
３３万円（基礎控除額）以下
３３万円（基礎控除額）＋２４.５万円×
　　　　　　　　　　　被保険者（世帯主を除く）数  以下
３３万円（基礎控除額）＋３５万円×被保険者数  以下

軽減後の均等割額（年額）

５,２２１円

７,８３１円

２６,１０６円

４１,７７０円

同一世帯内の被保険者および世帯主の軽減対象所得金額（※注３）の合計額

所得割額軽減割合
５割軽減

総所得金額等
９１万円以下の人（公的年金収入のみの場合、年金受給額が２１１万円以下の人）

市民課からのお知らせ

保険料額
（年額）　

均等割額
５２，２１３円

所得割額
〔総所得金額等－３３万円〕×９.８７％

（所得割率）　＝ ＋

平成22年度の保険料軽減措置

◎後期高齢者医療被保険者証（保険証）が更新されます

現在の保険証の有効期限は平成２２年７月３１日までとなっています。平成２２年８月１日から使える
新しい保険証は、７月下旬に郵送します。

●均等割額の軽減
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Q

Q

A

A

A

軽減の算定方法はどのようにしますか？

市市民課保険年金係（福間庁舎） ☎４３・８１２７
市民サービスコーナー（津屋崎庁舎） ☎５２・４９６６

国民健康保険税の軽減については
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